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新築住宅のＺＥＨ水準の適合義務化に係る検討について 
  建築住宅課 
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資料  １ 

１ ゼロカーボン戦略における目標（住宅分野の目標） 

・２０３０年度までに「全ての新築住宅のＺＥＨ化」 

・２０５０年度までに「住宅ストック平均でのゼロカーボン化」 

２ 県内の状況  

住宅ストックに占める ZEH の割合（2023 年度の推計） 

・２０２３年度の新築住宅のうち ZEH の割合       約６割 

 
新築戸建て住宅の施工区分別シェア及び ZEH 率 住宅ストックの省エネ基準適合状況 

県内工務店 

ハウスメーカー 県内ビルダー 

大手ビルダー 

省エネ基準に満たない住宅 

ZEH 率 約 51％ 

ZEH 率 約 89％ 

ZEH 率 約 70％ 

ZEH 率 約 82％ 

※ 施工区分別のシェアは、令和５年度の長野、松本、上田、飯田 

地域振興局管内の建築工事届より推計 

※ ZEH 率は、令和 5 年度上半期の長野県地球温暖化対策条例による 

省エネ性能の届出・報告制度より推計 

省エネ基準適合住宅 

【施工区分の定義】 
県内工務店  ：年間 50 棟未満の住宅供給事業者 
県内ビルダー ：年間 50 棟以上の住宅供給事業者 
大手ビルダー ：複数の都道府県に拠点を持つ県外資本 
        の年間数百棟以上の住宅供給事業者 
ハウスメーカー：全国に拠点の持つ県外資本の 
        年間数千棟以上の住宅供給事業者     
※県内の区分は R2-5 年度長野県住宅着工ランキングによる 

３ 目標達成に向けたＺＥＨ化ロードマップ  

2030 2050 2022 

信州健康ゼロエネ住宅助成金による誘導 

誘導(条例) 

2025 

省エネ計画概要書報告・公表制度による選択誘導及び進捗把握 周知 

2027 

ZEH 基準 

適合義務化 

2023 2024 2028 2029 

前倒し 

誘導(助成金) 

委任条例による強化 

2025 年 
省エネ基準 
適合義務化 

（改正建築物省エネ法） 
遅くも 2030 年 
適合義務基準の強化 
ZEH 基準（創エネ設備除く） 

団体、市町村、県等の垣根を超えた連携による普及啓発 
普及啓発 
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